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地方創生に関する調査特別委員会 １２月１３日（水）       開 会 １３時０２分 

 

審査の経過概要 

 

岩﨑健二委員長 

ただいまから、地方創生に関する調査特別委員会を開会します。 

本日は、総合戦略の平成２８年度における事業検証の報告を受け、計画の所管課である企

画調整課から説明を受けたいと思いますのでよろしくお願いします。 

それでは、企画調整課の入室をお願いします。 

 

（企画調整課入室） 

 

岩﨑健二委員長 

それでは、事業検証について説明をお願いいたします。 

早瀬企画調整課長 

地方創生に関する調査特別委員会への報告ということで、ただいまから資料に基づきまし

て説明をさせていただきます。 

お手元にまずその１、将来人口の展望についてというのがございますが、こちらのほうか

ら説明をさせていただきます。 

本市では、人口ビジョンを策定するにあたり、現況や検証結果等を踏まえ、合計特殊出生

率を２０２０年までに１．６０、２０４０年までに２．０７とし、社会増減が転出超過とな

っている状況を２０４０年までは転出数と転入数がバランスし、その後は転入増となるよう

各種施策による効果を積み上げ、２０６０年の目標人口を１２,６００人としたところであ

ります。また、人口の推移につきましては、５年ごとに行われる国勢調査の人口により比較

していますが、ここにおきましては住民基本台帳人口により毎年度を比較をしております。 

まず、一番上の表ですが、人口ビジョンにより、２０１５年の人口を２１,３８７人とし、

目標年度の２０６０年度の人口を１２,６００人とした場合の毎年の減少数を上げてありま

す。この表では、２０１５年から２０２０年までに５年間では各年２９５人以下の減少が目

標であります。 

中ほどの表に移ります。合計欄の下に、赤文字表記の欄があります。２０１７年の人口は

２１,２６７人で、前年度比４２２人の減となっており、計画にあります２９５人以下の目

標を大きく下回っています。内訳としましては、出生・死亡の自然増減で２５０人の減少、

転入・転出の社会増減で１７２人の減少であり、人口減少を食いとめるには転出の減少・転

入の増加に効果のある施策が必要とされているところであります。 

続きまして、その２のほうに移ります。Ａ４の横になりますが、基本目標１、雇用創出数

の実績が１９人ということで、事業検証会議の委員から、平成３１年度までに目標値１００

人は達成できないのではないかとの意見がありました。また、市内総生産額については２年

遅れで額の決定が行われるため、基準年の２４年度が６１０億円であったことから目標値を

６４０億円と設定しましたが、既に目標値を上回っているため、目標値を見直す必要があり

ます。また、基本目標２では、年間観光客入込客数が落ち込んでいる主な理由としまして、

昨年の熊本地震、グランビューあくねの休館等の影響によるものであると思われます。また、

検証会議の委員のほうからは、入込客数に合宿の人数は含まれているのかとの質問があり、

含まれていない旨を回答したところであります。 

基本目標３、合計特殊出生率についても２年遅れで率の決定が行われていることから、市

独自に算出したものでありますが、目標値を上回っているため、目標値を見直す必要があり

ます。 

基本目標４では、自治会加入率については、市内全世帯数は８９世帯減少しましたが、未
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加入世帯は４２世帯増加となっております。 

委員のほうから総括して、基本目標１から４の実績は、個々の事業の積み上げなのかとの

質問があり、直接、事業と連動していない項目もありますが、目標達成が難しい項目につい

ては、さらなる事業展開の検討の目安になるものであるということで回答しているところで

ございます。 

続きまして資料その３に移ります。こちらのほうは、この地方創生加速化交付金事業につ

きましては平成２７年度と２８年度の２カ年事業であり、事業によっては市の単独事業とし

て平成２９年度も継続している事業もあります。 

それでは、加速化交付金事業の８事業について説明いたします。 

まず、産官学金連携による特産品・観光開発、マーケティング事業でありますが、阿久根

ブランドの創造と人材育成を目的とし、鶴翔高校と連携し、事業を実施しました。事業効果

としまして、生徒の学習意欲の向上、地域の魅力発信につながったところであります。次の、

地域資源に関する基礎調査でありますが、本市の観光拠点となる物産館等の整備候補地につ

いて調査検討を行いました。現在、西回り自動車道大川ＩＣ付近の物産館構想及び既存の道

の駅のあり方について検討を進めているところであります。 

裏面に移ります。 

観光まちづくり戦略の策定につきましては、本市の自然の恵みをフル活用した持続可能な

まちづくりを目指して策定したところであり、今後、まちづくり戦略に基づき、各種施策に

取り組んでいきます。次に、阿久根体験ツアーですが、交流人口の増加と体験型観光の充実

を図るため、さまざまな取り組みを行いましたが、今後も内容の充実に努めてまいります。

次に、産官学金連携による特産品・観光開発、マーケティング事業ですが、鹿児島相互信用

金庫への委託事業であり、さまざまな事業の実施により、阿久根産品の販路拡大や事業者の

育成・支援が図られたところであります。今後も、継続的にイベント等を開催することによ

って、事業者の意欲向上、並びに観光交流人口の増加を目指します。次に、再生可能エネル

ギー導入可能性調査の実施についてでありますが、本市の地域資源を最大限活用した再生可

能エネルギービジョンを策定し、エネルギーの地産地消による循環型社会の構築を目指すも

のであり、ことしは、ビジョンで示された６項目について、実行可能性調査を行っていると

ころであります。 

最終ページに移ります。 

空家活用の整備補助は、空家を活用したまちづくり活動拠点施設整備への助成であり、大

川地区で1カ所、名称は「きてん」として活動が始まりました。今後は、他地区での拠点づ

くりを期待しているところであります。最後に、阿久根をまるごと食するバーベキューであ

りますが、本市の畜産物や水産物、ジビエなどの食材を生かした食のまち阿久根というブラ

ンドイメージの発信と産業の活性化や交流人口の増加を図るために開催したものであり、２

千人を超える来場者がありました。ことしも引き続き開催し、２,８００人を超える来場者

で賑わったところであります。 

下の表は、加速化交付金事業の達成状況についての表であります。本事業展開、ツアー、

イベントでありますが、これによる参加者数は目標値１万人に対し、実績値５,２８７人で

あり、目標年度である平成３１年度には達成できると思っております。次の、再生可能エネ

ルギーの導入事業数でありますが、目標は３事業で、実績値は０事業であります。先ほど、

説明しましたとおり、現在、ビジョンから実行可能性調査に移行している段階であり、平成

３０年度以降、事業展開する予定であります。新商品開発につきましては、目標値５件に対

し７件であり、特用林産物で６件、菓子類で１件の新商品開発がありました。説明後、検証

委員会の委員のほうから、マーケティング事業のブランド創造と人材育成について、今後の

取り組みに具体性が乏しいとの意見が出され、この事業の効果として、地元企業への就職が

ふえたことを回答したところであります。また、委員から、華鶴和牛は市内のどこで買える

のかとの質問に、市内ではＡコープ及びＡ-Ｚでいつでも買える旨を回答したところであり



 

- 3 - 

ます。 

続きまして、資料４になります。Ａ３の縦になりますが、検証会議において、個別施策の

実績、こちらのほうの表ですが、これについて概略説明し、委員からの意見を求めました。

主な意見としまして、こちらで一番左のほうにあるんですが、２－①、こちらのほうに移住

定住等がありますが、移住定住促進事業について、目標数値が５０と２００があるが間違い

かとの質問がありまして、５０は世帯数であって、２００は人数である旨を回答いたしまし

た。また、その下の地域おこし協力隊を活用した移住定住の促進について、目標値は１５人

である。地域おこし協力隊は、地域の活性化のため活動しており、地域にないスキルを持っ

ている。地域全体を見守る役割等から定住へつながるよう積極的な支援をお願いする旨の意

見が出されましたところでございます。 

最後に、総合戦略個別施策総括表（その５）、こちらのほうが分厚い資料でありますが、

こちらのほうにつきましては、総括表、こちらのほうの説明をいたしまして、委員のほうか

らから意見・提言をいただきました。主な意見としまして１０項目ほど上げられております。

１番目としまして、評価の基準をつくる必要がある。こちらでは、評価Ａは非常に効果があ

ったとかということをやっておりますが、例えば、Ａ評価は８０点以上、Ｂ評価は６０点以

上といったような基準が必要であるという委員の意見がありました。また、担当課が厳しい

評価をしていると思われる事業も散見される。３番目に、事業によっては目標値を下げる必

要もある。４点目としまして、漁業後継者就業支援事業では、現在３名が対象になっている。

今後も引き続き支援をいただきたい。５点目としまして、北さつま漁協が漁業者を育てるこ

とに努力してほしい。身近に後継者はいる。また、漁協が具体的なことに踏み込んでいただ

きたいという意見のほか、６点目としまして、就業者から生の声を聞いてほしい。７点目と

しまして、子ども医療費については評価がＣとなっている。予算はかかるがＡ判定にして事

業継続していただきたい。８点目としまして、クリーンビーチあくねでは、参加者が年々ふ

えている。委員長より、鹿児島国際大学との包括連携もあることより、ぜひ声をかけていた

だきたいとの意見もありました。また、９点目としまして、検証会議は時間をかけてやって

ほしい。そして１０点目としまして、行政により事業ごとの評価は行っているが、評価を受

けて、今後、目標数値実現のために、具体的にどのように取り組んでいくのかの記載がない

ので検証は難しいというような意見が出されたところです。 

以上のような意見・提言をいただき、検証会議は終了しました。 

委員から出された意見等から行政で評価まではできるが、目標数値実現に向けた具体的な

取り組みとなると、基本目標、４項目あります。これごとに専門部会をつくり、例えば、基

本目標１は一次産業、２は観光、そして３は福祉、医療、４はまちづくりといったような関

係者等も参加いただき、現場の生の声を反映させ、専門部会ごとに意見・提案を取りまとめ、

全体の検証会議に諮る必要があると感じたところであります。 

検証会議の委員は２８名ですが、それぞれ専門が違うため、検証会議では、一次産業の話

が出た後、福祉の話になったりと、多くの事業を検証会議のみで協議するには時間も含め限

界があると思われます。 

来年度は、以上のことを踏まえ、まずは、行政による自己評価、その後、各専門部会によ

る協議・取りまとめを経て、最終、検証会議での報告、協議の流れを目指したいと思います。 

岩﨑健二委員長 

課長の説明が終わりました。 

今の課長の説明について、若干質問を受けたいと思いますが、どなたからでもいいですが、

どうぞ。 

竹原恵美委員 

一番最後の辺りなんですけれども、これからの評価の仕方というか、それのメリット、デ

メリット。要は、今のやり方では時間の制約もあると、そうしたときに新しいやり方に変え

たときに、それはどういうふうに結果が出やすくなる、どんな傾向が出てしまうんだろうと



 

- 4 - 

予測されてますか。 

早瀬企画調整課長 

委員２８名がそれぞれバラバラの専門性の中で話をされるより、一次産業であれば農業、

漁業、そういうところの委員の方々が専門的に話をして、事業のほうの評価をしていただく

と。そうなりますと、最終、全員が集まった検証会議の中ではそれぞれの専門のところから

出たような報告も受けて、中身が濃い形での検証が行われるのかというふうには思っており

ます。ただ、デメリットとしまして、専門の方々が集まりますと、そこでより専門といいま

すか、力のある方々の意見が通ってしまうということで、全体、２８人で自由に意見が出る

という部分が若干専門性の中ではどっかに偏ってしまうという恐れもあるというふうに思っ

ております。 

竹原恵美委員 

それでは最初のうちに全体を執行部のほうが先に通して見る。それは専門の部会に通す前

にどのような作業で渡されることになりますか。何か加工されるというか、評価が先にされ

て、専門分野に手渡しする。その上でどういうことが考えられる可能性がありますか。 

早瀬企画調整課長 

まずは行政による自己評価というのは必要かと思います。自己評価をした上で、その専門

部会のところでその事業が必要かどうか、どういう効果があったのか、そしてさらにはそれ

ぞれ基本目標が１から４まで出てますが、それぞれを目標達成のためにどういう事業を今後

行っていったらいいのか、そういうところの話をその専門部会でやっていけたらと思ってお

ります。 

竹原恵美委員 

流れは何となくわかってきたんですが、先に自己評価は当然必要なものであろうかと。だ

けれども、それが専門の集まりに対して色付けが先になされるということの影響が、あまり

に大きく与えないような渡し方は必要かなと思ってお聞きしたところでした。今までの議事

録というのは見ることは可能でしょうか。 

早瀬企画調整課長 

可能です。 

竹原恵美委員 

はいわかりました。 

岩﨑健二委員長 

ほかにありませんか。 

早瀬企画調整課長 

議事録は見ることは可能ですが、前回のものについては議事録はまだ作成しておりません

ので、時間はかかるかと思います。 

岩﨑健二委員長 

なければ中身についての各委員からの質問については、次回の委員会で行いたいと思いま

すので、熟読し、研究をしてきていただければと思います。 

その他、皆さんから何かありませんか。 

［「なし」と呼ぶ者あり］ 

なければ以上で地方創生に関する調査特別委員会を散会いたします。 

 

（閉 会  １３時２２分） 

 

 

           地方創生に関する調査特別委員会委員長  岩 﨑 健 二 


